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総合科学技術会議 第７６回評価専門調査会 

議事概要 

 

日 時：平成２０年１０月１７日（金）１０：００～１２：００ 

場 所：中央合同庁舎４号館 共用第４特別会議室（４階） 

 

出席者：奥村会長、相澤議員、薬師寺議員 

    青木委員、飯島委員、尾形委員、久保田委員、小舘委員、 

    小林委員、齊藤委員、榊原委員、田渕委員、中杉委員、中西委員、 

    廣橋委員、古川委員、本田委員 

欠席者：本庶議員、郷議員、榊原議員、石倉議員、金澤議員 

    伊澤委員、知野委員、中村委員、陽委員 

事務局：藤田統括官、岩橋審議官、大江田審議官、天野参事官他 

 

議 事：１．開 会 

    ２．評価専門調査会（第７５回）議事概要（案）について 

    ３．平成２０年度における国家的に重要な研究開発の事前評価につい

て（議題１） 

    ４．総合科学技術会議が事前評価を実施した国家的に重要な研究開発

の事後評価について（議題２） 

    ５．「国の研究開発評価に関する大綱的指針」の改定について（議題

３） 

    ６．その他 

    ７．閉 会 

 

（配布資料） 

  資料１   評価専門調査会（第７５回）議事概要（案） 

  資料２－１ 平成２０年度における国家的に重要な研究開発の事前評価に

ついて（案） 

  資料２－２ 総合科学技術会議第７６回評価専門調査会資料「気候変動問

題対策二酸化炭素削減技術実証試験」 

  資料２－３ 経済産業省「平成２１年度予算概算要求等に係る事前評価

書」より抜粋 事前評価書 

  資料３   総合科学技術会議が事前評価を実施した国家的に重要な研究

開発の事後評価について（案） 

   資料３－参考１ 国家的に重要な研究開発（大規模研究開発）の評価 
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  資料４   「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成１７年３月

２９日 内閣総理大臣決定）の改定案 

 

（参考資料） 

  参考１   総合科学技術会議が実施する国家的に重要な研究開発の評価

について   （平成１７年１０月１８日） 

 

（机上資料） 

  ○ 科学技術基本計画    （平成１８年３月２９日） 

  ○ 分野別推進戦略     （平成１８年３月２８日） 

  ○ 環境エネルギー技術革新計画  （平成２０年５月１９日） 

  ○ 低炭素社会づくり行動計画   （平成２０年７月２９日） 

  ○ 国の研究開発評価に関する大綱的指針 （平成１７年３月２９日） 

 

議事概要： 

 

【奥村会長】それでは、定刻になりましたので、第７６回評価専門調査会を開

催させていただきます。 

 大変お忙しい中を朝早くからお集まりいただき、ありがとうございます。 

 さて、本日は、大きくは３つ議題を用意してございます。お手元の議事次第

があるかと思いますけれども、１つは、平成２０年度における国家的に重要な

研究開発の事前評価、２番目が、総合科学技術会議が事前評価を実施した国家

的に重要な研究開発の事後評価についてでございます。３つ目が、これまで議

論を重ねていただきました「国の研究開発評価に関する大綱的指針」の改定、

この３つでございます。 

 それでは、初めに事務局から配布資料の確認をさせていただきます。 

 

＜事務局から配布資料・机上資料の確認が行われた＞ 

 

【奥村会長】それでは、引き続きまして、前回第７５回の議事録の確認をさせ

ていただきますけれども、既に事前に各委員の皆様にお送りしていることと思

いますので、特に修正がなければご承認いただきたいのですが、何かございま

すでしょうか。よろしゅうございますか。 

 それでは、特にご異議ございませんので、ご確認いただいたということにさ

せていただきます。ありがとうございました。 

 それでは、引き続きまして、議題１でございます。平成２１年度から新たに



－3－ 

実施が予定されている大規模研究開発の事前評価についてでございます。 

 本件につきましては、前回、９月の専門調査会においてご報告し、事前評価

の対象事案があった場合に、私の一任にて評価検討会を設置し、調査・検討を

進めることについてご了解をいただいたところでございます。その後、対象と

すべき研究開発課題が確定いたしましたので、これからその課題について概要

を担当省よりご説明いただきます。 

 評価検討会も既に設置してございまして、後ほど、その概要についてはご報

告申し上げます。 

 その評価検討会において、事前評価検討案を作成していただき、この評価専

門調査会にて先生方のご同意、ご確認をいただく、そういうプロセスでござい

ます。 

 それでは、本日は対象事業の施策の内容等について皆様方にご理解いただく

ために、研究開発の概要をご説明いただくこととしたいと思います。 

 それでは、進め方について事務局の方から先に説明してください。 

【天野参事官】それでは、資料２－１によりましてご説明をさせていただきた

いと思います。 

 今、会長からご紹介がございましたように、評価対象といたしまして、前回

の評価専門調査会では該当事案があった場合ということでございましたが、経

済産業省が来年から実施する予定の「気候変動問題対策二酸化炭素削減技術実

証試験」が、来年度の概算要求額としては４０億円、全体５年計画で３３０億

円ということで、大規模研究開発事前評価の対象になりますので、これを今年

度、事前評価の対象として実施するということにさせていただいているところ

でございます。 

 評価検討会につきましては、２．にございますように、全部で７人の先生に

お願いをさせていただいております。総合科学技術会議の有識者議員から奥村

会長と薬師寺先生、評価専門調査会の専門委員から中杉先生と本田先生、田渕

先生、それに外部専門家として三菱重工の飯嶋様、東京大学の松橋様にお入り

いただきまして、検討会を設置させていただいております。 

 なお、座長につきましては、中杉委員にお願いをさせていただいております。 

 ４．に検討スケジュールがございますが、既に今週の火曜日１４日に、第１

回の評価検討会を開催させていただきまして、経済産業省からご説明、質疑を

させていただき、追加質問事項、論点等の検討をさせていただいたところでご

ざいます。 

 今後、第２回目を１０月２７日に予定しておりますが、その追加質問へのご

説明を経済産業省からしていただき、論点整理等のご検討をいただきまして、

委員からの評価コメントに基づきまして評価報告書原案を取りまとめ、さらに、
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１１月１７日に予定させていただきたいと思っておりますが、評価専門調査会

におきまして、その座長から評価報告書原案についてご報告いただき、評価専

門調査会で評価報告書案の検討をいただく。１１月下旬以降の本会議で決定し、

関係大臣に通知するという全体のスケジュールで実施したいと考えているとこ

ろでございます。 

 経過につきましては以上です。 

【奥村会長】今の説明に対するご質問等あろうかと思いますけれども、先に研

究開発の概要の説明を担当省の方から受け、合わせて内容を含めて今の進め方

について含めてご質問をお受けしたいと思いますので、まずは担当省のほうか

ら説明をお願いしたい。その説明の仕方について、事務局から説明してくださ

い。 

【天野参事官】それでは、本日は経済産業省のほうから産業技術環境局環境ユ

ニット地球環境技術室長の三橋様と、同じく環境ユニット地球環境技術室の根

岸補佐、同じく中尾補佐、さらに、資源エネルギー庁資源・燃料部石炭課の矢

野係長においでいただいております。資料も提出していただきましたので、２

０分ほどご説明をいただき、２０分程度の質疑ということで予定をさせていた

だきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

【奥村会長】それでは、経済産業省の方から着席してご説明をお願いします。 

【三橋地球環境技術室長】ご紹介いただきました経済産業省の三橋でございま

す。 

 本日、お手元に資料ございます「気候変動問題対策二酸化炭素削減技術実証

試験」、来年度から実施を予定しておりまして、現在、概算要求中であります

プロジェクトの内容につきまして、お時間いただきましてご説明させていただ

きます。 

 資料をごらんいただきますと目次ございますが、順番に追って、本件を実施

するに至った背景、あるいはその具体的なプロジェクトの内容、先日開かれま

した評価委員会のほうでは、定性的なというか、やや足りないところの指摘を

受けているんですけれども、その後日程的な問題もございまして、同じ資料を

使ってということになりますが、いただいた宿題は私ども心得ておりますので、

きっちり後日回答させていただくという前提で、私の説明を先日の指摘も踏ま

えた形でご説明するような対応をさせていただきたいと思います。 

 それでは、ページ４ページ目をごらんいただけますでしょうか。 

 まず、私どもが実施しようと思っております実証実験でございますけれども、

何をやりたいかということですが、タイトルが「二酸化炭素削減」と書いてあ

りますけれども、まさしく私ども、温暖化対策ということで、京都議定書の実

施、あるいは次期枠組みの対応、２０１３年以降の枠組みの対応をやっている
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部局でございまして、特に私ども日本としては、その削減の過程におけます技

術の重要性というのを従来から国際的な場で強く唱えてきているところでござ

います。 

 その幾つか柱となります削減に当たっての有用な技術とされるものに、国際

的に非常に強く認識されているものに、ＣＣＳというものがございます。これ

は、二酸化炭素を地下に貯留するというもので、カーボンジオキサイドのまさ

しくキャプチャーとストーレッジであると、こういうことであります。 

 今回は、私ども来年からやりたいと言っております事業は、火力発電所ある

いは工業プラントといったような大規模なＣＯ２の排出源から出てきますＣＯ

２を年間約１０万トンのオーダーで回収して、そしてそれを地中に貯留すると

いうことを実際に実証してみせる、こういうことでございます。これを実施す

ることによりまして、圧入した後の地層にとどまっているＣＯ２の挙動、ある

いはそれから漏洩が起きていないということについてのモニタリングを行うと

いうことの技術の確立を目指すものでございます。 

 大きな時間的な目安としましては、後ほどご説明させていただきますけれど

も、２０２０年にこのＣＣＳという技術が実用化あるいは商業化されるという

ことを目標として設定しておりますので、その前段階として、２０１５年まで

にこのＣＣＳの技術の本格導入に向けた技術基盤をきっちり確立して、トータ

ルのシステムとしてワークすることを世界に示したいと、そういうことでござ

います。 

 ページをめくっていただきますと、５ページ目、先般の評価検討会で、薬師

寺先生から、この図はちょっと足りないよというご指摘があったところですが、

簡単に触れさせていただきます。このＣＯ２を回収して貯留するということの

意義というのを幾つかの視点でご説明させていただきますと、非常に大きいも

のの一つは、まず、化石燃料というものの使用をとある日やめるというのは、

現実には非常に難しい問題でございます。そうすると、新しいエネルギー源あ

るいは化石燃料を脱却した未来像にたどり着くまでの一定の過渡的期間に、実

際に化石燃料からエネルギーを得る期間ですね、この出てしまったＣＯ２をど

うするかという問題としてこのＣＯ２を回収して貯留するということを一つの

テーマとしてとらえております。 

 出たＣＯ２の化石燃料を使う間の過渡的措置というとらえ方と、もう一つは、

現在の世界の全体の排出を、この表をごらんいただきますと約３割、ここでは

２７.３％と書いてございますが、約３割の排出が石炭火力発電所を起源とし

ているということでございます。つまり、これは他のあらゆる排出源と比較し

ても、マスを占めるものであると、こういうことでございまして、ここに対す

る有効な対策というのは、トータルでの削減量に非常に大きく影響する。つま
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り、量的削減を実現する上で、マスをつかむ意味で、石炭火力発電所への対策

という意味が非常に大きな意義としてあるということでございます。 

 円グラフを３つ書いてございますけれども、日本は約３割弱のエネルギーに

占めます石炭のシェアですが、非常に排出が大きい中国あるいはアメリカとい

ったところをごらんいただきますと、さらに日本よりもウエートが大きいとい

うことがごらんいただけます。つまり、石炭火力発電所から出てくるＣＯ２を

しっかり回収して、それをゼロエミッション化といいますか、実際に貯留して

排出しなかったのと同じようにするということが仮に実現できれば、非常に大

きな量の削減を絶対量として生み出すことができる、こういう考え方に立って

おるということでございます。 

 もちろんエネルギー源という意味で言うと、再生可能エネルギーの拡大、あ

るいは原子力のさらなる立地の条件を踏まえての拡大ということも非常に重要

なことでございますして、今ここでは石炭火力に特に注目をした図表を提示し

てございます。 

 ６ページ目に進んでいただけますでしょうか。 

 ここの先生の皆さんには若干釈迦に説法のところはあると思いますけれども、

このＣＣＳという技術ですが、「第３期科学技術基本計画」の中で「推進４分

野」の一つの「エネルギー分野」の中で、「二酸化炭素回収・貯留技術」とい

う形で位置づけられてございます。これは重要な研究分野・研究開発課題の一

つというふうに位置づけられておりまして、時をさかのぼれば、１９８０年代

から国立の研究所あるいは民間で要素技術の研究が進められてきたものであり

ますけれども、昨今、特に温暖化の危機的な状況というのが国際的に、あるい

はマスコミで非常に言われるようになりまして、その実施に向けたプレッシャ

ーといいますか、内外の風が非常に強くなってきているというのが私どもの理

解でございます。 

 それから、２つ目以降書いてございますけれども、まず、昨年５月に、安倍

元総理がハイリゲンダムサミットに行かれる前に、「Ｃｏｏｌ Ｅａｒｔｈ 

５０」「美しい星５０」というのを提案してございます。その中で、長期的な

削減の目標ということで、温室効果ガスの２０５０年におけるレベルを、現状

と比較して約半分にするという長期目標を設定しております。その目標を支え

る大きな柱が２つございまして、１つが、革新的技術の開発、そしてもう一つ

が、低炭素社会の実現となっておりまして、この革新的技術開発を支える主た

る技術を５つほど当時表に立てて説明しておるんですけれども、その第１丁目

１番地というのが石炭火力発電所のゼロ・エミッション化ということで、石炭

火力発電所の効率化とあわせてなお出るＣＯ２を回収して貯留するという、ま

さしくＣＣＳであるということでございます。 
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 この提案を踏まえまして、ハイリゲンダムサミットを終えた後、昨年８月か

ら経済産業省、甘利大臣のもとで、このエネルギー分野におけます技術開発の

計画をさらに具体化させるために、「Ｃｏｏｌ Ｅａｒｔｈ－エネルギー革新

技術計画」に関する有識者会議を産業技術総合研究所の理事長でいらっしゃい

ます吉川先生を座長として、約半年間にわたって検討してまいりました。その

結果、合計２１の技術分野についてロードマップと削減に向けた取組の重要性

について報告書を取りまとめました。この報告は、今年３月に発表されており

まして、その中で２１の技術が特定されているうちの一つがこのＣＣＳでござ

います。当初は２０個であったんですけれども、１個ふえた１個というのが、

まさしくＣＣＳでございまして、もともとＣＣＳは石炭火力発電所の効率化の

中に隠れていたのですが、やはりそのタイトルと技術的ポテンシャルといいま

すか、重要性から、特出しして書くべきという委員の皆様のご意見を踏まえて、

２０が２１個になった経緯もあわせてこの場で報告させていただきます。 

 そして、本年に入りまして、環境エネルギー技術革新計画の策定の中でも、

あわせて短期あるいは長期的な対策の中での主要技術として、高効率の火力発

電とあわせてＣＣＳの技術が掲げられているということでございます。 

 ７ページ目に行っていただきますと、さらに、その後の経緯でございますけ

れども、本年６月に青森で開催されましたＧ８エネルギー大臣会合、これは甘

利大臣が議長を務めたわけですが、その中で、このＣＣＳについて議長声明の

中で取りまとめテキストが入ってございます。それは、２０１０年までに２０

の大規模な実証プロジェクトを立ち上げる必要があるという、この勧告という

のも、実はＣＣＳの分野では非常に専門家的なマルチな会合でありますＩＥＡ

あるいはＣＳＬＦによって出されているのですが、この内容を強く後押しする

という内容になっております。 

 さらに、その内容をアンダーラインするという声明が、７月の洞爺湖でのサ

ミットの宣言においても改めて書かれている、こういう実情がございます。 

 ここまでがサミットまでの経緯で、ＣＣＳを推進する強い後押しというのを

いただいているということでございます。 

 サミットの後にもう一つございまして、それは何かといいますと、サミット

に先立つ形で、福田総理は、福田ビジョンというのを６月に提示しております

が、その具体的な施策を提示するということで、７月末に低炭素社会づくり行

動計画というのが策定されております。 

 一般におけます報道は、この行動計画の中で、いわゆる排出権取引市場の国

内の試行というのが大きく取り上げられた経緯がございますので、皆さんお聞

き及びかと思いますけれども、ごらんいただくと、この行動計画、約半分のペ

ージは技術の重要性に割かれておる内容になっておりまして、その中で、この
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ＣＣＳについてももう少し深まった形で記述がされております。 

 その内容は、まず、非常に排出量が多い火力発電、あるいは製鉄プロセスに

おけますＣＣＳの重要性を唱えた上で、目標として２０１５年あるいは２０２

０年代に、現在、四、五千円、１トンの回収にかかりますコストを、２,００

０円あるいは１,０００円台に下げるというための技術開発の推進という、こ

れはまず要素としての技術開発とあわせて、今回の提案と非常に関連します関

係では、２００９年度以降、つまり来年度以降早期に大規模実証に着手する。

そして、２０２０年の実用化を目指すということが書き込まれてございます。

これは、７月２９日付で閣議決定されている内容でございます。これによって

環境影響あるいは関連の必要な法制度の整備、そして、何と言いましても、こ

の実証事業の非常に重要な目的であります社会的受容性、つまりパブリック・

アクセプタンスの確保の重要性というのが従来から唱えられておりますので、

この内容にかかる課題をしっかり解決していきたい、そういうふうに考えてお

るということでございます。 

 ページをめくっていただきまして、若干見づらくて大変恐縮なんですけれど

も、今回の研究開発というか実証事業にかかわります線表を引いております。 

 線表の中でも特に黄色いところをごらんいただきたいと思います。 

 現在、私ども、立ち位置は２００８年度におりますけれども、先ほど触れま

したように、行動計画の中では、来年度以降早期にＣＣＳの実証事業に着手す

るということを私ども目標としてやっておりますので、まず本年度、この年度

内に適地の選定を是非とも実施したいというふうに思っております。そのため

の技術的な要素の研究、あるいは基礎データをベースにした適地の選定作業を

現在技術的に、あるいは社会的側面も含めてプロセスを現在考えておるところ

でございます。これを踏まえて、来年度、現在要求しております予算を実際に

使わせていただいて、調査井の掘削、そして２０１０年度以降、圧入井を実際

に掘削して、関連する設備をきっちり整えまして、最も早ければ２０１３年度

中に本格的なＣＯ２の圧入というのを実際に行っていきたいということでござ

います。 

 実際に圧入をするということになりますと、それなりにＣＯ２の貯留ポテン

シャルがあるということになりますので、その後何年にもわたる貯留というの

は継続して実施されるということになりますし、あわせて貯留されたＣＯ２の

挙動状況を見るという意味での技術研究は、引き続きその後もＣＯ２の実際の

挙動観測、あるいはモニタリングという形で継続していくということになりま

す。 

 特に、私ども、この実証事業に関しましては、まずはトータルのシステムと

してしっかりやる。実際に適地を選定して、場所を決めた上で、そこで穴を掘
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って、ＣＯ２を貯留して、実際にそれが安全に行われるというシステムを示す

というところに最大の重きを置いている点、ここで強調しておきたいと思いま

す。 

 ページをめくっていただきまして、今回の事業の内容でございますけれども、

平成２１年度、２２年度、２３年度、それぞれ約４０億円、約６７億円、そし

て約５０億円と書いてございます。まず、来年度でございますけれども、来年

度は選定された候補地を前提として、そこで実際に地層サンプルなどをとるた

めの調査井の掘削と必要な調査を行って、仮に地層に関するデータが十分足り

ないところを場所とした場合には、地震探査調査といったようなこともあわせ

て実施することを念頭に置いておりまして、平成２２年度以降、圧入井の掘削

に可能な限り早期に入るということで明示しております。 

 ただ、先般も火曜日に若干議論のあったところでございますけれども、選定

される場所によってスケジュールが大きく変わるところがどうしてもございま

すので、その点、ここにいらっしゃる委員の皆様のご理解がいただければとい

うふうに思う次第です。 

 １０ページ目に進んでいただきますと、今回の事業の内容を別のチャートで

ご説明させていただきますと、まず、私ども今回、場所の選定に当たって考え

ておるところですけれども、考えているところからご紹介いたしますと、これ

まで私ども、全国賦存量調査という調査を財団法人地球環境産業技術研究機構、

ＲＩＴＥと呼ばれる財団で実施しております。これは、これまでの石油あるい

は天然ガスといった資源の開発のために、地層データを一定程度、一定の条件

のもとで、国として集めてきた経緯がございますので、そういった情報をベー

スといたしまして、そこに地層としての貯留ポテンシャルがあるか、これは、

１つは、例えば枯渇田みたいなのがありますと、そこであれば、再度圧入すれ

ば、長期にわたってそこに安定的に貯留される可能性がかなり高いというふう

に当然考えられます。そういった知見を活用して、貯留ポテンシャルというの

を推定しております。その推定された貯留ポテンシャルを踏まえて、有望な地

域をある程度の地層データの有無、さらに、そこから追加データを取ることの

コストとか、技術的な困難性とかで、一定のふるいにかけたところから場所の

選定をするということになりますけれども、実際にはそこには震探調査を行う

ということ、あるいは調査井、実際に掘削をしてそこから地層のサンプルをと

りまして、実際に二酸化炭素を貯留する層の浸透率あるいは空隙率などの測定

を物理的にきっちり行うということの他に、実際に貯留を行う層の上には、粘

土層の、いわゆるキャップロックと言われるシールするための層が現実にはあ

るわけですけれども、その層の強度とか、そういったことの調査につなげてい

くということを念頭に置いております。 
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 ページをめくっていただきますと、さらに実証実験の内容の技術的要素の中

には、トータルなシステム、これは場所にももちろんよるんですけれども、Ｃ

Ｏ２の分離回収あるいは輸送するという部分の装置というものの設置というの

もありますし、場所によっては、貯留するところとＣＯ２が実際に回収される

ところというのが離れている場合には、当然輸送のシステムもあわせて考える

必要がございます。 

 ここも、例えば、パイプラインで運ぶというのが、いかにも想像しやすいと

ころでありますけれども、コストがやはり非常に重要でございますので、ここ

に技術開発を要求しているわけではないので、例えば、ドライアイス状の形態

で運ぶこと、あるいはローリーで運ぶようなパターン、あらゆることを、運ぶ

量、あるいは技術的な可能性、あるいは距離にあわせて考えるということでご

ざいます。 

 それから、もう一つ、大きな技術的な側面では、海底下での貯留、つまり、

海の下の地層に貯留するケースに余り沖に離れていない場合ですと、その掘削

自身を陸地から斜めに行っていく、いわゆるＥＲＤと私ども呼んでいるんです

けれども、この大偏距掘削技術というのが昨今資源開発の中で有望視されてい

る技術の実証をするという側面もこの中に一部入ってくるということになりま

す。 

 特に、その重要な部分というのをもう１点補足させていただきますと、国際

的にも非常に重要なテーマでありますのは、ＣＯ２貯留の安全性というのを長

期に確保するという意味では、実際には漏洩が起きないこと、そして、結局、

大気に放出しようとしていたものを地中に入れているんですけれども、再度地

表から出てきてしまうということが実際に起きていないことを、ある意味コス

ト効率よい形でモニタリングして、それが安全、しかも安定的に貯留されてい

るということを示していくことが必要でございまして、そのためのモニタリン

グの技術、これはどのくらいのメッシュで観測装置を置くとか、どのくらいの

頻度で測定を行うか、これはまさしく国際的なスタンダードと並びを合わせて、

日本としてもこの分野で強みを持っていけるのではないかと思っておりまして、

その足台をしっかりここでつくりたいというふうに考えております。 

【奥村会長】時間が過ぎていますので、まとめてください。 

【三橋地球環境技術室長】最後に実施体制に触れさせていただきますと、経済

産業省のほうで一般競争入札を行って、その実施者を確定する形で実施したい

と考えておりまして、あわせて制度的な側面で、まだまだ未整備の部分、経済

産業省の中で研究会を今後実施する考えでございます。 

 以上、簡単でございますが、説明とさせていただきます。 

【奥村会長】どうもありがとうございました。 
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 それでは、最初に、経済産業省のただいまのご説明に関するご質疑をしてい

ただき、その後、経済産業省の皆さんにはご退席いただき、冒頭、この評価の

進め方について、資料２－１で、事務局から先ほど説明いたしましたが、この

進め方についても先生方のご意見をいただきたいと、そういうふうに進めたい

と思います。 

 従いまして、最初に、経済産業省のただいまのご説明に対する質疑を１５分

から２０分ほど行いたいと思います。 

 ご意見のある方は挙手をお願いしたい。 

 青木先生。 

【青木委員】ご丁寧な説明どうもありがとうございます。 

 少しわかりにくかったところがあるので、是非教えてほしいんですけれども、

実質はＣＯ２の挙動変化観測をなさるというところを含んで影響評価とかそう

いうところをなさると思うんですけれども、地盤変化とか、日本は地震国でご

ざいますので、地盤に及ぼす影響の観測分析の計画というのはどういうふうに

お持ちなのかということを是非説明していただきたいということ。 

 それから、もう１点は、全体としての安全に対する、安全というのは、掘削

するときの安全ではなくて、全体として影響がどういうふうに出るのか、それ

に対する安全等の計画が現在どういうふうに立てられているのかということの

概要も少しご説明いただくと大変ありがたいと思います。よろしくお願いしま

す。 

【奥村会長】経済産業省。 

【三橋地球環境技術室長】まず、前者、地震についてでございますけれども、

この件に関しては、私どもがＲＩＴＥをして、長岡で貯留を行ってきたプロセ

スで幾つか国会の場で指摘を受けております。 

 実際に何よりも重要なことは、貯留してＣＯ２が及ぶ範囲内に断層がないこ

とを前提にしてまず実施するということが第一に重要なことでありますし、地

震の専門家とあわせて地層状況について的確な判断を受けた上で、そのサイト

の選定をするということがあわせて私どもも最も重要なことと思っています。 

 そして、ややセーフガード的な措置としては、これはこれまでも多数の地震

の専門家の方々と議論させていただいているのですが、近傍サイト、実際に貯

留するところとを含めて３カ所以上にきっちりとした最新の地震計を設置して、

圧入と連動するような形での微小振動の有無をきっちり常時観測する形で、も

しそれに連動するような揺れが起きるようなことがあるようでありましたら、

直ちにその動作をとめて、原因の究明を行うということとあわせて対処するこ

とが現在の前提というふうに考えております。 

 それから、後者の安全性の影響は、単に穴を掘るということではないという
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ことで、全体の影響ということですが、これは、まず、海でやるか陸でやるか

によっても随分違うんですけれども、まず、いわゆる環境アセス的な側面から

は、例えば、今回、海洋汚染防止法の改正の中で、環境影響の事前の調査とい

うのが求められておりますし、特に実施する過程では、一番には、地層あるい

は圧入井の隙間からのＣＯ２の漏洩というのが最大の問題、特に、それから水、

つまり上に海などがあるような場合には、その出てくる万が一漏洩するような

ＣＯ２があると、水自身が酸性化するとか、その領域にいる環境の生物生態系

に影響があるかないかといったようなところが環境影響の私どもが理解してい

るスコープでございます。 

 それぞれ国際的にも非常にこれから実証されていく事業でございますので、

世界がどういう基準でどういうふうにやっていくかということをきっちり横を

見ながら、私どもとして必要な安全性措置をとって対応していきたいと思って

います。 

【奥村会長】他に。久保田委員。 

【久保田委員】二酸化炭素削減というのは、大気中の炭酸ガスを削減するとい

うのがわかりました。ただ、トータルとしては、削減になっていないわけです

よね、地中に貯蔵するということで。 

 この実証試験をやるに至ったところで、他に方法がなくて、結局、地中に溜

めるということがベストだという選択になったのかどうか。つまり、他にもっ

と効率的な方法があれば、それをなぜとらなかったということが１点質問です。 

 それから、地中に溜めたＣＯ２が、つまり、それは変化しないわけですね。

それはどうなのですか。溜めたまま、それは留まるものなのでしょうか。それ

とも何かに変わっていって、結果的にＣＯ２が削減ということであればいいん

ですけれども、要するに、トータルとしては変わらないという認識でよろしい

のでしょうか。 

 それで、最初の質問にも関係するんですけれども、長岡でやられたという先

行実験があるわけですね。そこで得られた知見というか、地中に溜めたＣＯ２

がどうなっていくのかという、そういうことも踏まえた上でこの実証試験をこ

れからやろうとされているのか、その辺少し教えていただければ幸いです。 

【奥村会長】経済産業省はできるだけ簡潔にお願いします。 

【三橋地球環境技術室長】まず、もっと効率的な手法があったら、なぜ、そち

らを選択しないかという点について触れますと、非常にこの年間、この施設で

すと１０万トンですけれども、１００万トンとかそういったようなマスでの削

減を起こせる技術というのは非常に限られています。それは、つまり原子力発

電であったり、従来でいうと、フロンの破壊といったようなものでなければな

くて、特に２０５０年に半減という条件設定をして、可能な技術の適用を考え



－13－ 

るとき、このＣＣＳについて言うと、あらゆる化石燃料をたく発電所にすべて

導入する程度の規模の導入が求められていることになっております。比較猶予

を超えて、まずこれをあらゆるところに適用するレベルが現実に求められてい

るということでございます。 

 ２つ目に、貯留したＣＯ２が変化していくものかということでございますけ

れども、原則としては、私どもの理解は、例えば、５０年とか１００年の単位

では、そのＣＯ２自身はそこにとどまっているという理解で、ＣＯ２のままで

あります。これは、例えば、菌を入れることによって別のものに改質していく

可能性というのは、何十万年という単位ではあり得るんですけれども、ここは

ひとつ大きな研究の要素ということになります。 

 ３点目の長岡での経験でございますけれども、これは２００５年７月から２

００７年１月までの約１年半に合計１万トンの貯留を行っておりますが、この

１万トンの貯留は、その後の計測でも同じ位置にＣＯ２自身は貯留したままと

どまっているということでございます。大きな変化がないというのが私どもの

理解です。 

 これは得られた挙動に関するソフトウエア、あるいは観測技術というのは、

今回行おうとしている実証にフルに活用していく考えでございます。 

【奥村会長】それ以外。中西先生。 

【中西委員】２つ質問があります。実用化が２０２０年と割合近い将来だと思

われるのですが、まず実証段階では３３０億円の予算とありますが、実用化ま

でのトータルな事業としては幾らぐらいを考えているのかという予算計画はさ

れているのでしょうか。 

 もう一つは、世界中で今、二酸化炭素削減が議論されているという国内外の

動向のご説明でありましたけれども、外国で実際にＣＣＳ事業・技術を実用化

しようとしている国はあるのでしょうか。もしあるとすれば、その国と協力し

てほしいと思いますし、もし無いとすれば、その国でどういう議論がされてい

るのかということを説明いただければと思います。 

【三橋地球環境技術室長】まず、３３０億円、近未来ということで、まさしく

京都議定書の次の枠組みのさらなる次の枠組みでは、現実にフルに適用される

ことを視野に入れた削減技術でございます。 

 今ここでは３３０億円というふうに計上させていただいていますが、その後、

例えば、１５年とか２０年にわたる貯留を継続した場合にかかるトータルのコ

ストは、まだ現在見積もりをし切っておりません。 

【中西委員】そうではなく、実証化までがこの５年間の計画ですね。その後、

また５年で実用化に持っていくとありますので、トータルとしてどれくらいか

と見積もられているのでしょうか。 
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【三橋地球環境技術室長】申しわけありません。今、２０１３年の貯留までの

ところで３３０億円というふうに踏んでいるのですが、その後にそこまで１つ

のサイトで実施すると、そのお金でいけると思うのですが、その後、さらにど

のくらいの費用が必要になるかどうか、そこまでの研究開発を踏まえた上での

結果が必要だというのが我々の現在の理解でございます。 

【中西委員】難しいとは思うのですが、やはり説明責任ということから考えま

すと、大ざっぱに１０倍かとか１００倍かとか、そのくらいは見積もることは

できないのでしょうか。 

【三橋地球環境技術室長】すみません、そこは、その他国際的な報告書の中の、

いわゆるＣＣＳにかかるコストというのはよく書かれています。これは、新規

の石炭火力発電所に設置して貯留を行うようなケース、あるいは既に近くに枯

渇田があって井戸が存在するような場合とか、いろいろな場合でそのコストの

試算は行われていますが、１つの施設でＣＣＳを実際に行うためにかかる費用

は１００億円のオーダーであることは一般的な知識でございます。 

 それから、ご指摘の国際的な動向でございますけれども、このＣＣＳを非常

に強く標榜、推進する国は、まず、北欧あるいはノルウェー、そしてイギリス、

北海油田があるところ、あるいは、もう一つ大きな視点で言いますと、石炭を

非常に輸出あるいは使用している国は、石炭火力の継続的な使用、あるいは国

際的な活用、輸出による代価の収入というのを視野に入れたいということで、

このＣＣＳを強く推すところがございまして、同じように、例えば、デンマー

クやスウェーデンといったような国も非常に強く推進していますし、フィンラ

ンドもそうなります。それから、オーストラリアも非常に強く推しているとい

うことでございます。 

 国際協力という観点では、私ども豪州との協力も既に一部協定を結んでおり

ますし、中国との協力の可能性も、中国の大慶油田を使ったＣＯ２の貯留とい

うのも現在協力の可能性を追求しているという実情でございます。 

 アルジェリアとか、アメリカにも大きなプロジェクトの計画があったんでご

ざいますけれども、少し計画の変更が起きているというようなことがございま

す。 

【奥村会長】まだまだご質問等あろうかと思いますけれども、評価検討会のほ

うでさらに検討をしていただき、再度ここに議案を上げていただくということ

にさせていただきたいと思います。 

 それでは、経済産業省の皆さん、どうもありがとうございました。ご退席を

お願いいたします。 

 それでは、またちょっと戻りまして、本件の冒頭、事務局より説明いたしま

した資料２－１の評価検討の進め方について、もしご質問等あればお受けした
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いと思いますので、資料２－１に戻ってごらんになっていただきたいと思いま

すが、いかがでございましょうか。 

【齊藤委員】よくできていると思いますが、調査・検討項目で、今も何人かの

方からご質問があったわけですが、将来この技術を使うと、大規模な、成功す

れば地球全体にかかわるようなＣＯ２の所在の変化というのが起こる。それに

対して安全性を評価するというような話があって、地震が起こらないという前

提でやっておられるみたいですね。断層がないところでやるというのは、そう

いうことではないかと思いますが、いわゆるテクノロジーアセスメントという

もののごく一部しかこれに入っていないように思うんですね、安全評価につい

て。もう少し、これも非常に大規模になった時に、この１０万トンぐらいの研

究じゃ屁でもないかもしれませんが、本当にこれが行われたときに、一体地球

にとって─ＣＯ２を今出していて大騒ぎになっているわけですが、ＣＯ２を

閉じ込めることによって、またそういう議論が起こるという可能性はないのか。

後の議論でしょうが、ゲノムでも、これを議論したときには、余りゲノム問題、

食の安全ということは問題にならなかったけれども、今はそちらが非常に大き

な制約要因になっているというふうに思いますが、これも本当にうまくいった

ときの問題というのは別途検討しなきゃいけないんじゃないか。それが評価項

目の中に落ちているという感じがするんですが、それは心配し過ぎでしょうか。 

【奥村会長】いや、心配し過ぎかどうかというか、そういうことを含めて評価

検討会の方でご検討いただくということで・・・。 

【齊藤委員】その項目の中に入っていないんです、私が申し上げたようなこと

が。成功するかどうかが問題なので、資料２－２に書いてあることが成功だと

すれば、それが成功して、本当に行われたときにどういうことが起こるのかと

いうこと。こういう大規模な地球規模のものをいじるということですから、実

験項目としていることが成功しても喜べないという事態が起こることがとても

心配だと思います。そういうことに関する検討がこの評価の中では、ここに書

いてある時期までのことができれば成功だと言っているというのがちょっと甘

いという感じがするのです。 

【奥村会長】これは、この評価検討会でどういう項目について検討するのかと

いうのが、資料２－１の裏側の上のほうに記載されておりまして、今の先生の

ご指摘は、恐らくキーワードで言いますと、Ｄの「計画の妥当性」の中に安

全・環境にかかわる問題、これは地球規模だというご指摘で、このあたりに一

義的には関係するアイテムとして上がってくるのではないかということで、そ

ういう指摘を・・・。 

【齊藤委員】それでいいと思いますが、そのときに計画の妥当性、期間につい

てもちゃんと、この計画の期間だというふうには限定しないようにしていただ
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きたい。往々にしてそういうことになるおそれがあると私は心配していますの

で。 

 以上です。 

【天野参事官】ご説明させていただきますと、この３．の調査・検討項目は、

ここに書きましたのは基本的な項目で、通則としていつも同じ書きぶりにして

ございますけれども、当然、事案によりまして評価の視点等それぞれ違います

ものですから、その論点の整理等をきちんとそれぞれの事案ごとにやるという

ことで、この評価検討会を毎回進めさせていただいていますので、先生のご指

摘の点も含めまして、今後、評価検討会で論点の整理等をして、この項目以外

のものを含めましてご検討いただくことにさせていただきたいと思っておりま

す。 

【奥村会長】それでは、本件につきましては、引き続き評価検討会の方でご検

討いただき、次回の１１月１７日に予定しております評価専門調査会に評価検

討会での原案を各委員の皆様にお示ししてご議論いただく、そういうふうに進

めさせていただきたい。よろしゅうございますか。 

【青木委員】今日のこのご説明を聞いていますと、それからまた、前回適用の

平成２０年ということを考えると、他でもいろいろなＣＯ２削減策とか技術開

発が進んでいる中で、これが果たして本当に２０２０年の段階で効果的だろう

かとか、いろいろな疑問も感じます。もう他の技術に追い越されちゃっている

んじゃないかとか。そうしますと、この研究開発自体の自己点検評価みたいな

ものを、開発の意味などを、年度が進んでいくにつれて、内部でチェックしな

がら、今後どう進めていくかを検討する体制というのを持ってほしいように思

うのです。それが今、検討項目の中には見当たらないものですから、それを是

非入れてほしいなというように感じます。いかがでございましょうか。 

【奥村会長】検討項目について、先ほどちょっと明示的なご説明がなかったの

ですが、最後の経済産業省の、私が経済産業省の説明をするのはおかしいので

すが、１２ページ目の、いわゆる外部の中間評価を受けつつ進めるということ

で、まだ具体的なことは書かれていないのですが、進め方としては大規模な研

究開発を進める通常のパターンでございますけれども、有識者による中間評価、

事後評価を実施予定というふうには、ここには書かれていますが、これ以上に、

今、青木委員のご指摘は、このあたりをより強く技術の総合比較を含めてやる

べしというのがご提案の趣旨かと思いますけれども、そういう理解でよろしゅ

うございますか。 

【青木委員】そうですね、他の研究開発のところでもよく話題になりますけれ

ども、自分たちの活動についての内部の自己評価体制がどうもなさそうな感じ

がします。そこのところをきちっと明確にしながら進めていかないと、先ほど
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の地震に対する影響ですとか、いろいろな事柄を内部でいつもチェックしてい

く体制になっているかどうかというところ、それがちょっと気になります。 

【奥村会長】ありがとうございます。ということを踏まえましてさらに検討を

進めさせていただきたいと思います。 

 それでは、第２議題に移らせていただきたいと思いますが、第２議題につき

ましては、これも実は評価専門調査会で初めての経験となります大規模研究開

発の事後評価についてでございます。 

 総合科学技術会議が国家的に重要な研究開発として事前評価を行った案件に

つきましては、その研究開発が終了した翌年に事後評価をするということとさ

れております。このたび、平成１９年度に農林水産省の研究開発が終了いたし

ましたので、本年度、事後評価を実施するということになりました。 

 それでは、本件につきまして、初めに事務局からご説明申し上げます。 

 

＜事務局から資料３及び資料３－参考１に基づいて説明が行われた＞ 

 

【奥村会長】ということで、どういうふうにこの事後評価を進めるのか。最初

ですので、来年度以降続いて案件ございますので、今回のやり方が基本的なひ

な型になる可能性もございます。現在進めております事前評価のようなやり方

とは特段違う視点を入れるところがあれば、是非今日のうちにお伺いして、そ

れを含めて、次回、事務局の方から進め方について先生方にご提案差し上げた

いと思います。ご意見をいただければと思いますが、いかがでございましょう

か。 

【青木委員】わからないことがありますのでちょっと教えていただきたいんで

すけれども、検討すべきが総額３００億円以上ということからしますと、実質

の実行額が１４２億円というのも、これも該当すると理解してよろしいでしょ

うか。 

【奥村会長】これはどうしますか、事務局の説明は。 

【天野参事官】事前評価の対象が次年度から実施を予定して、総額として３０

０億円以上を予定しているということでございまして、この結果、実行額は１

４２億円になってございますけれども、これも事前評価の総合科学技術会議で

の指摘等も踏まえまして計画の見直し等をされて、こういうふうな結果になっ

ているということでございますので、当初計画が事前評価の対象として３００

億円を超えているということで整理をしていくべきかと考えております。当然、

事前評価の対象にしたものですので、終わった段階で事後評価の対象とする。

額が実績として３００億円を下回っていても対象にするということで整理をさ

せていただきたいと考えております。 
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【奥村会長】田渕委員。 

【田渕委員】確認なんですけれども、平成１９年度に終了したことから、本年

度事後評価を実施するということになっているんですが、この後のご説明ある

かと思うんですが、これまでいろいろ検討してきた大綱的指針の中で、終了時

の評価に関しては、研究開発課題が終了するまでの適切な時期に実施する。要

するに、切れ目がなく次につながるためにということになっています。そうい

う考えからいくと、もう平成１９年度に終わったから、今回の評価は、追跡調

査のスタートぐらいの形になるんじゃないかと思うのです。本来的な事後評価

といったものに関しては、もうちょっと前倒しで実施していくことがこの大綱

的指針に書かれていることなんですけれども、どういう関係になるのかという

のが見えないのです。大綱的指針を見ると、もう少し前に実施すべきなのでは

ないか。今回はもう仕方がないかもしれないのですが、これから事後評価のタ

イミングを迎えるものに関しては、もう少し前に実施する必要はないのかとい

うことです。 

【天野参事官】大綱的指針の中で、今回、終了時の評価を次につなげていくた

めに、より前にやるという形でございますけれども、それは事業を実施する、

あるいは研究者として実施するサイドでの評価のあり方でございます。一方、

この事後評価は、総合科学技術会議が、研究開発の全体について計画的に評価

するものでございますので、終わった後、次の全体のプランニングに活かして

いくという意味では、全体の成果というよりは、やり方も含めまして事業の実

施の仕方、評価の実施の仕方も含めまして全体を見ていくという立場からしま

すと、終わった後の方が適当なのかなというふうにも考えています。しかしな

がらそこはまた、先生から今ご指摘がございましたように、時期につきまして、

事前にやったほうがいいというご議論になれば、また時期は検討する必要があ

るかと思いますけれども、総体の評価としては、事後のほうが適当なのかなと

いうふうに現在は考えております。 

【奥村会長】薬師寺議員。 

【薬師寺議員】ケース・バイ・ケースで考えなければいけないというふうに思

います。余りリジッドに事後だとかそういうふうにするんじゃなくて。例えば、

私どもは南極調査船の評価を実施しましたが、これは大きなお金でございまし

て、それに対する大きな評価をやりました。それで、それが老朽化しますと、

いずれもう一度船の改修とか造船とか、そういうことが必要になります。です

から、そういう場合には事前に、これはすぐこれの時期とは違うとは思います

けれども、ケース・バイ・ケースでそういうようなものもありますから、イシ

ューとしては事前に出てきますので、この船の場合はもうちょっと長いかもし

れませんけれども、プロジェクトによっては新しいプロジェクトがどんどん始
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まるということで、評価専門調査会としてはそれが事前になるのか、どういう

ふうになるのか、事後になるのかわかりませんけれども、そういうケースが来

た時に、ケース・バイ・ケースでお考えになるのがいかがじゃないかと思いま

す。 

【奥村会長】基本的には、私もそう考えておりまして、この後さらに大規模な

り特定の重要な研究開発プロジェクトの後継がすぐ続くのであれば、やはり終

わった後１年かけてやっていても間に合わないので、そういうケースはやはり

事前にやるとか、運営はフレキシブルにやる必要があるだろうと思います。 

 それから、大綱的指針は、これは別に事業を推進する側での外部評価の話を

書かれているものですので、ここの話とは必ずしも矛盾しない、そういうご理

解をいただけたらいいと思います。 

 またその他、事後評価につきまして。 

【小林委員】視点なんですけれども、事後評価の視点として、今のケース・バ

イ・ケースで次につなげるようなという観点もあるということなのですが、事

業がいろいろな技術の革新の変化であるとか、そういうようないろいろな環境

の変化といいますか、そういうものに影響されてどのように進んだかという、

その事業自体の事後評価と、それからまた、その科学技術自体が将来に対して

どういうインパクトを与えて、次の技術を喚起していくというか、技術開発自

体のインパクトの観点ですね、何を生み出したかということと、それからまた、

それがまた将来にわたってどういうインパクトを持っていくのかというような

観点も含めて評価することが必要なのではないかというふうに思いました。 

【奥村会長】ありがとうございます。 

 他に何かご意見ございますか。 

 それでは、次回正式にご検討、ご承認いただくということになると思います

けれども、基本的には、専門家を含めて、あるいは評価専門調査会の委員の何

名かの方にご参加いただいた評価検討会を作って、そこで評価の原案を作成し

て、この評価専門調査会でご検討いただくという現在の事前評価のやり方と基

本的に似ているんですが、その方法をもとに事務局の方で案を作らせていただ

くということでよろしゅうございましょうか。 

 ありがとうございます。それでは、そういう考え方で次回ご提案させていた

だきたいと思います。 

 それでは、次の議題に移らせていただきますと、３番目の議題が、国の研究

開発評価に関する大綱的指針の改定で、これまで随分、先生方のご協力を得て

文案を作成してまいりましたけれども、本件につきましては、７月のこの評価

専門調査会においてご検討いただき、文案については私に一任いただけるとい

うことでございまして、その後、さらに事務的な観点からの文言の修正等を確
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認してまいりまして、今日、最終案を先生方にご提示しているものでございま

す。ということで、これをご確認いただきたい。それにつきまして、これまで

の修正のポイントについて事務局からご説明させていただきます。 

【天野参事官】それでは、ご説明をさせていただきます。 

 現時点の状況等につきましてご報告させていただきたいと思います。 

 今、会長からお話がございましたように、前々回、７月の評価専門調査会に

おける議論を踏まえまして、説明の追加、あるいは用語、語順の統一、さらに

は、一部事実関係の明確化等を行ったものもございますが、そういう修正をし

たものでございまして、基本的に内容の大きな変更等はないものというふうに

承知をしております。 

 したがいまして、細かい修正もございますので、一々ご説明はいたしません

が、そういう観点で再整理を行ったものでございます。 

 当然ながら、全体構成等は変更ございません。 

 今後でございますが、次回の総合科学技術会議本会議におきまして決定をし、

総合科学技術会議議長から内閣総理大臣あてに意見具申をし、その意見具申を

踏まえまして、内閣総理大臣決定するということで、決定した後、各大臣に通

知するというふうな事務手続を進めさせていただきたいということで、本会議

も近いということで、内部手続を進める段階になっているという状況でござい

ます。 

 以上でございます。 

【奥村会長】いかがでございましょうか。ただいま事務局からご説明いただき

ましたように、次回の本会議に付議させていただく予定にしております。 

 特段なければ、ご了承いただいたものとさせていただきたいと思います。 

 どうも長い間、先生方のご尽力をいただきまして、ありがとうございます。 

 以上で本日予定しておりました議事はすべて終了いたしました。 

 なお、本日配布した資料は公表いたしますので、ご承知おきください。 

 今後の日程につきまして、事務局から再度ご説明いただきます。 

【天野参事官】それでは、先ほどもご説明いたしましたが、次回の評価専門調

査会につきましては、今回、事前評価の対象になりましたものの評価案につき

ましてご検討いただくということで、既にご案内させていただきました１１月

１７日を予定させていただきたいと思っております。また詳細につきましては

ご連絡させていただきますが、議事につきましては事前評価の評価案について

ご検討いただくことと、今ご検討いただきました事後評価の案件につきまして、

農林水産省からのヒアリングと、進め方についてご検討いただくということを

予定させていただきたいと思います。 

 以上でございます。 



－21－ 

【奥村会長】大変開催頻度が多くて先生方のお時間をいただく機会が多く誠に

恐縮ですが、引き続いてご協力をお願いしたいと思います。 

 本日は、大変お忙しい中ありがとうございます。 

 散会とさせていただきたいと思います。 

―了― 


